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1.17年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成17年 4月 1日 平 成17年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期        6,053    14.0       1,360   △16.3       1,404   △13.9
16年 9月中間期        5,308    19.6       1,625   553.6       1,632 1,068.2

17年 3月期       11,576－        2,554－        2,482－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

17年 9月中間期          859    △7.2          32.53         31.28
16年 9月中間期          926－          37.06－

17年 3月期        1,371－          54.35         54.15

(注 )1.持分法投資損益 17年 9月中間期 百万円 16年 9月中間期 百万円－ －
17年 3月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結)17年 9月中間期     26,407,913株 16年 9月中間期     24,991,062株
17年 3月期     24,989,627株

3.会計処理の方法の変更 有
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期       21,194       8,453     39.9         306.69
16年 9月中間期       18,842       5,755     30.5         230.30

17年 3月期       20,469       6,382     31.2         254.93
(注 )期末発行済株式数(連結)17年 9月中間期     27,581,363株 16年 9月中間期     24,989,845株

17年 3月期     24,983,865株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
17年 9月中間期          900         △10         △183        4,024
16年 9月中間期        1,877        △710       △1,430        1,594

17年 3月期        3,262        △755       △1,096        3,229

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    2     0     0

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    0     0     0     0

2.18年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成17年 4月 1日 平 成18年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       13,500       2,400       1,350

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          48円95銭

上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業
績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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〔添付資料〕 

 

１ 企業集団の状況 

 

当社グループは、当社及び当社の子会社２社により構成されております。 

主な事業内容は外航海運業であり、当社及び子会社２社の所有船舶及び船主（同業他社）より定期用船

した船舶の自社運航と、用船者（同業他社）への定期用船を行っております。また、主要株主である株式

会社商船三井と業務提携し、スモール･ハンディ型船の運航受託を行っております。 

その他に不動産賃貸業を併営しております。 

 

事業の系統図は次のとおりです。 

 

荷    主  用船社 (本邦同業他社)  用船社 (欧米同業他社)

  ↑  ↑ ↑  ↑   

  航海用船  裸用船 定期用船  定期用船   

            

            

 当  社 (外航海運業及び不動産賃貸業)  

 ↑  ↑    ↑  

  

航
路
事
業 

 

不
定
期
船 

 運航委託  定期用船    定期用船  

船
舶
貸
渡
業 

       裸用船      

       ↓      

㈱商船三井  連結子会社２社  船主 (同業他社) 

 

 

２ 経営方針 

 

(1) 経営の基本方針 

 

当社グループは、平成１７年３月に「国際海上輸送を通して人々の生活向上に貢献します。」との経営理

念のもとに、下記の基本方針を策定し、業容の拡大、高収益体質の会社を目指しております。 

 

１． 様々なニーズに柔軟に対応し、顧客に信頼される船舶運航業者を目指す。 

２． 企業モラルの向上と、コンプライアンスを尊重する企業風土を醸成する。 

３． 透明性及び効率性の高い経営で企業価値の向上を図る。 

４． 安全運航の徹底及び海洋・地球環境の保全に努める。 

 

(2) 利益配分に関する基本方針 

 

当社は、変動する海運市況、為替、燃料油価格の騰落に備えコスト競争力のある船隊整備と状況変化に

柔軟に対応する営業活動を通じ経営資源の内部留保に努め、企業体質の強化を実現し、株主の皆様に安定

的かつ継続的に利益を還元していくことを目標としております。 
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(3) 投資単位の引下げに関する会社の方針等 

 

株式の投資単位の引下げにつきましては、平成１７年７月２５日開催の取締役会におきまして、当社株

式の流通の活性化を促進し投資家層の拡大を図るため、平成１７年９月１日より１単元の株式を1,000株

から 100株に変更する事を決議いたしました。また、平成１７年９月１日付けをもって、東京証券取引所

及び大阪証券取引所における売買単位も1,000株から 100株に変更しております。 

 

(4) 会社の対処すべき課題 

 

今後も国際的なコスト競争力の強化・実現に向けた取組みを継続すると共に、当社営業活動におけるハ

ンディ型部門での優位性を生かした海外展開を積極的に推し進め、市況下降時にも安定的な利益の出せる

営業基盤の確立に努める所存であります。 

 

(5) コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況 

 

当社は、的確かつ迅速な意思決定と業務執行を行い､効率的で健全な経営を実現することを重要課題とし、

充実したコーポレート･ガバナンス体制の構築に取り組んでまいります。 

 

当社の経営管理組織体制は次のとおりとなっております。 

 

 

 

取締役会は５名で構成しており経営判断が迅速にできるよう少人数で経営しており、月１回の定例取締

役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では各取締役が重要事項を全て付

議し、業績の進捗についても議論し対策を検討し決定しております。なお、社外取締役は選任しておりま

せん。 

株 主 総 会 

監査役会 

監査役 

業務監査 

取締役会 

取締役 

会計監査人 

会計監査 

選任・解任 

4名（社外4名）
選任・解任 

選任・解任

5名 

監 査 

選任・監督

代表取締役社長 

担当取締役 担当取締役担当取締役 担当取締役

総 

務 

部 

経 

理 

部 

船 

舶 

部 

営
業
一
部 

営
業
二
部

本 
 

船 
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当社は監査役制度を採用しております。監査役４名全員が社外監査役であり、そのうち２名が常勤監査

役として執務しており、取締役会には必ず出席しております。さらに社内の重要な会議には積極的に参加

し、取締役の職務執行を充分監視できる体制となっております。なお、社外監査役と当社との取引には特

別な利害関係は有りません。 

 

公認会計士監査は新日本監査法人に依頼しております。年間監査予定表に基づき、期末に偏ることなく、

期中も定期的に監査が実施され、正確で監査しやすい環境を整備しております。 

顧問弁護士は虎ノ門南法律事務所に依頼しており、国際及び国内事案について必要に応じてアドバイス

を受けております。 

 

役員報酬に関しましては、取締役報酬の合計額が98,400 千円／年、監査役報酬の合計額が21,000 千円

／年で、内、社外監査役報酬の合計額が21,000千円／年となっております。また、公認会計士法第２条第

１項に規定する業務に基づく監査法人への報酬は新日本監査法人へ12,500千円／年を支払っており、それ

以外の報酬はありません。 

 

当社はコンプライアンスの強化、徹底を推し進めていくため、社内規程、業務の再チェック等を主な改

善項目として、全社的な取り組みを継続しております。   

 

(6) 親会社等に関する事項 

 

該当事項はありません。 

 

 

３ 経営成績及び財政状態 

 

(1) 経営成績 

 

当中間連結会計期間における世界経済は、原油高の影響が懸念される中、米国南部を直撃した大型ハリ

ケーンの影響が一部にあったものの、好調な個人消費などに支えられ底堅い動きを続けたこと、また、中

国経済も引き続き安定した成長を維持したことから、総じて堅調に推移しました。 

国内経済は昨年後半までの停滞局面から持ち直し、雇用拡大に支えられた消費と好調な企業収益を背景

とする設備投資が柱となり、景気は拡大基調となりました。 

 

この景況を受け、海上貨物輸送量も全般的には堅調に推移しましたが、不定期船の運賃・傭船市況は前

期までの高騰に対する反動と、一時的な在庫調整による船腹需給の緩和により、春先から夏場にかけ軟化、

低迷しました。 

しかし、船腹の需給バランスが引き締まりを見せ始めると市況も秋口より上昇に転じ、北米西岸積み穀

物運賃においてはトン当たり50ドルを上回るまでに回復しました。 

 

このような状況下、当社グループは営業活動の主力船型であるスモール・ハンディ型船を、従来から強

みを発揮している木材・穀物輸送に加え、石炭やセメント等の三国間輸送へ積極的に展開し、また、大西

洋航路への一部シフトを含めた効率配船を図る等、収益の確保に努めました。 

一方で、市況変動に柔軟に対応した営業活動により、内外荷主・傭船者との提携が強化され、長期積荷・

傭船契約の新規締結や高値更改に至ったことも、採算維持に寄与しました。 
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原油価格は前期より漸次高騰が続いており、特に第２四半期においては、ＷＴＩがバーレル当たり 60

ドルを超え70ドルに達する急騰を見せるなど、未曾有の原油高を呈しました。その影響で当社グループの

燃料価格は上期平均トン当たり264ドルで推移し、後半にはトン当たり300ドルを超えたため、営業収支

の悪化が懸念されました。一方で、為替相場は当初の見通し105円に対し、上期平均で108.63 円と円安で

推移したことが、燃料価格高による収支圧迫の改善につながりました。 

 

以上の結果、当中間連結会計期間は、前中間連結会計期間に比べ、売上高が744百万円増の6,053 百万

円、営業利益は264百万円減の 1,360百万円、経常利益は227百万円減の 1,404百万円となり、これに特

別利益 110 百万円（投資有価証券売却益 106 百万円等）、特別損失 27 百万円（建物・土地の減損損失 17

百万円、船費等の過年度損益修正損9百万円等）を計上し、法人税、住民税及び事業税789百万円、法人

税等調整額△160百万円を加減した結果、中間純利益は前中間連結会計期間に比べ66百万円減の859百万

円となりました。 

 

下期における不定期船市況は、今後の中国経済の景況、燃料価格及び為替相場の動向等、不安定材料は

あるものの、国内外での景気回復感が個人消費活動等を促し、それに伴う貨物輸送量の増加が船腹需要の

引き締めを維持すると見込めることから、引き続き堅調に推移すると予想しており、当連結会計年度の売

上高は13,500 百万円、経常利益は2,400 百万円、当期純利益は1,350百万円と予想しております。 

尚、下期の業績予想における主要な為替を１米ドル110円、燃料価格をトン当たり330ドルで設定して

おります。 

また、配当につきましては、上記予想数値を確保できることを前提で、特別配当２円を継続して、１株

当たり10円を予定しております。 

 

所在地別のセグメント状況は以下のとおりであります。 

 

① 日本 

国内の売上高は、不定期船市況が一時低調に推移したものの、新規あるいは既存の中長期積荷契約・貸

船契約が収益確保に寄与し、前中間連結会計期間に比べ753百万円増の 6,256百万円となりましたが、一

方で、燃料価格の高騰に加え、積荷増加に伴う船腹確保のため、同業他社からの定期用船（借船）の機会

が増えたことも影響し、営業費用が1,068 百万円増の 5,057百万円となり、結果、営業利益は315百万円

減の1,198 百万円となりました。 

 

② パナマ 

パナマの売上高は、前中間連結会計期間に比べ 4 百万円増の 1,645 百万円、営業費用は 46 百万円減の

1,483 百万円、営業利益は50百万円増の161百万円となりました。 
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(2) 財政状態 

 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は4,024百万円となり、

前中間連結会計期間末と比較して2,429百万円増加しました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

   

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

営業活動により増加した資金は900百万円（前期同期は1,877百万円の増加）で、これは主に税金等調

整前当期純利益1,487百万円、減価償却費696百万円、及び売上債権38百万円等による増加と、たな卸資

産96百万円、仕入債務220百万円等による減少、及び法人税等の支払い968百万円によるものです。 

   

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

投資活動により減少した資金は10百万円（前年同期は710百万円の減少）で、これは主に有形固定資産

の取得259百万円、及び投資有価証券の取得176百万円等による減少と、投資有価証券の売却による収入

429百万円等によるものです。 

   

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により減少した資金は183百万円（前年同期は1,430百万円の減少）で、これは主に短期借入

金830百万円等による増加と、長期借入金の返済754百万円等の減少、及び配当金の支払い247百万円に

よるものです。 

 

尚、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
第８６期 

平成 14 年 3 月期

第８７期 

平成 15 年 3 月期

第８８期 

平成 16 年 3 月期

第８９期 

平成 17 年 3 月期 

第９０期 

平成 17 年 9 月期

自己資本比率（％） ２０.６ ２２.２ ２６.１ ３１.２ ３９.９

時価ベースの自己資本比率（％） ７.５ ６.５ ６４.０ ７１.７ ６７.４

債務償還年数（年） １８.７ １４.３ ４.１ ２.６ ９.６

インタレスト・カバレッジ・レシオ ３.９ ５.４ １７.０ ２４.０ １４.９

 ※ 自己資本比率：       自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：       有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

 ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。 
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４ 中間連結財務諸表等 

 

(1) 中間連結貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間末

(平成 16 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間末 

(平成 17 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表

(平成 17 年 3 月 31 日)

  

( 資  産  の  部  )      (１８,８４２)      （２１,１９４）      (２０,４６９)

 流 動 資 産      ２,３６６      ５,１８３      ４,３００

現 金 ・ 預 金 １,５９４ ４,０２４ ３,２２９

海 運 業 未 収 金 １８９ ２６２ ３０１

関係会社短期貸付金 ５ － －

貯 蔵 品 １５３ ２７６ １８０

繰延及び前払費用 １４４ １３７ １３３

そ の 他 流 動 資 産 ２７８ ４８２   ４５５

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ △ ０

  

 固 定 資 産     １６,４７６     １６,０１１      １６,１６９

有 形 固 定 資 産     １４,１９７     １３,０６５         １３,５３１

船 舶 １３,７９５ １２,４４６ １３,０６０

建 物 ・ 構 築 物 ５３ ８４ ５１

器 具 ・ 備 品 １８ ５６ ５２

土 地 １１１ ９７ １１１

建 設 仮 勘 定 ２１８ ３８０ ２５５

  

無 形 固 定 資 産          １          １          １

電 話 加 入 権 １ １ １

  

投資その他の資産       ２,２７７          ２,９４４       ２,６３６

投 資 有 価 証 券 ２,１０８ ２,７７５ ２,４５７

そ の 他 長 期 資 産 １６９ １９６  １７９

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ２７ △ ０

  

  

  

  

  

  

資 産 合 計 １８,８４２ ２１,１９４ ２０,４６９
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（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間末

(平成 16 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間末 

(平成 17 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表

(平成 17 年 3 月 31 日)

  

(  負 債 の 部  )     (１３,０８７)     (１２,７４１)     (１４,０８７)

 流 動 負 債       ４,０３１      ６,７６９      ４,５２１

海 運 業 未 払 金 ５０６ ７４７ ９６８

短 期 借 入 金 ２,３０１ ４,７８６ ２,１９４

未 払 法 人 税 等 ８６６ ７９９ ９６６

繰 延 税 金 負 債 １９ ３４ １１２

未 払 費 用 １２ １６ １０

前 受 金 ２００ １７０ １４３

預 り 金 ２ ２ ２

賞 与 引 当 金 １４ １７ １６

そ の 他 流 動 負 債 １０７ １９３ １０６

  

 固 定 負 債          ９,０５６      ５,９７２           ９,５６６

社 債 － － １,２００

長 期 借 入 金 ７,１５０ ３,８９３ ６,３８６

繰 延 税 金 負 債 １,５３８ １,７０２ １,５９５

退 職 給 付 引 当 金 １３９ １４１ １３７

特 別 修 繕 引 当 金 １７２ ２０４ ２０１

そ の 他 固 定 負 債 ５５ ３１ ４５

  

  

(少 数 株 主 持 分 )                 －         －                 －

  

  

(  資 本 の 部 )         (５,７５５)      (８,４５３)         (６,３８２)

 資 本 金          １,２５０      １,８５１          １,２５０

資  本  剰  余  金                 －             ５９８                 －

 利 益 剰 余 金          ３,４０８      ４,４４９          ３,８５３

 その他有価証券評価差額金            ２３９       ６９９           ４２３

 為替換算調整勘定             ８５９       ８５９             ８５９

 自 己 株 式              △ １        △ ５              △ ４

  

  

負債、少数株主持分及び資本合計 １８,８４２ ２１,１９４ ２０,４６９
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(2) 中間連結損益計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間

(自 平成 16 年 4 月 1 日)

(至 平成 16 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(自 平成 17 年 4 月 1 日) 

(至 平成 17 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書
(自 平成 16 年 4月 1日)

(至 平成 17 年 3 月 31 日)

運 賃 ３,５２８ ４,２９０ ８,１３８

貸 船 料 １,７４３ １,７２１ ３,３４８

その他海運業収益 ２６ ２８ ６６

そ の他事業収益 １０ １３ ２３

営 

業 

収 

益 

計 ５,３０８ ６,０５３ １１,５７６

運 航 費 ９９８ １,４１３ ２,４７９

船 費 １,４６０ １,３９７ ３,１９７

借 船 料 ７９１ １,３７４ ２,４０８

その他海運業費用 ７４ ９０ １４６

その他事業費用 １１ ５ １７

一 般 管 理 費 ３４７ ４１０ ７７４

営 

 

 

業 

 

 

損 

 

 

益 

営 

業 

費 

用 

計 ３,６８３ ４,６９２ ９,０２２

営 業 利 益 １,６２５ １,３６０ ２,５５４

受 取 利 息 ６ １０ １３

受 取 配 当 金 ８ １８ ２５

為 替 換 算 差 益 ５６ ６５ ３０

そ の 他 １４ ６６ ２３

営 
業 
外 
収 
益 

計 ８５ １６１ ９３

支 払 利 息 ６９ ６２ １３４

そ の 他 ８ ５４ ３０

営 
 
業 
 
外 
 
損 
 

益 

営 
業 
外 
費 
用 計 ７８ １１７ １６５

経 

 

 

 

 

 

常 

 

 

 

 

 

損 

 

 

 

 

 

益 

経 常 利 益 １,６３２ １,４０４ ２,４８２

投資有価証券売却益 ２１ １０６ ２１

船 舶 売 却 益 － － ４６

過 年 度 損 益 修 正 益 ５ ４ －

特

別

利

益 計 ２７ １１０ ６８

投資有価証券売却損 １１ ０ １５

退職給付会計基準変更時差異償却 ４１ － ８２

過 年 度 損 益 修 正 損 １４ ９ ４３

減 損 損 失 － １７ －

そ の 他 ０ － ０

特 

 

別 

 

損 

 

益 

特 

別 

損 

失 

計 ６７ ２７ １４１

税金等調整前中間(当期)純利益 １,５９１ １,４８７ ２,４０９

法人税、住民税及び事業税 ８５１ ７８９ １,２０１

法 人 税 等 調 整 額 △ １８６ △ １６０ △ １６３

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ９２６ ８５９ １,３７１
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(3) 中間連結剰余金計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間

(自 平成 16 年 4 月 1 日)

(至 平成 16 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(自 平成 17 年 4 月 1 日) 

(至 平成 17 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成 16 年 4月 1日)

(至 平成 17 年 3 月 31 日)

  

（資本剰余金の部）  

1. 資本剰余金期首残高                －                －                 －

2. 資 本 剰 余 金 増 加 高                －            ５９８                 －

新株予約権付社債の権利行使による増加                －            ５９８                 －

3. 資本剰余金中間期末(期末)残高                －            ５９８                 －

  

（利益剰余金の部）  

1．利益剰余金期首残高      ２,６０６      ３,８５３          ２,６０６

2．利 益 剰 余 金 増 加 高        ９２６            ８５９          １,３７１

中 間 (当 期 )純 利 益        ９２６            ８５９          １,３７１

3．利 益 剰 余 金 減 少 高         １２４        ２６２         １２４

配 当 金 １２４ ２４９ １２４

役 員 賞 与 － １３ －

4．利益剰余金中間期末(期末)残高      ３,４０８       ４,４４９      ３,８５３
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(4) 中間連結キャッシュ・フロ－計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前中間連結会計期間

(自 平成 16 年 4 月 1 日)

(至 平成 16 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(自 平成 17 年 4 月 1 日) 

(至 平成 17 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書
(自 平成 16 年 4月 1日)
(至 平成 17 年 3 月 31 日)

1. 営業活動によるキャッシュ･フロー  

 税金等調整前中間(当期)純利益 １,５９１ １,４８７ ２,４０９

 減 価 償 却 費 ６８８ ６９６ １,３７８

 減 損 損 失 － １７ －

 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ ０ ２７ △ ０

 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ ２  ０ △ ０

 退職給付引当金の増減額 △ ２２ ３ △ ２４

 特別修繕引当金の増減額 ２８ ３ ５７

 受取利息及び受取配当金 △ １５ △ ２９ △ ３９

 支 払 利 息 ６９ ６２ １３４

 固 定 資 産 売 売 却 益 －  － △ ４６

 投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △ １０ △ １０５ △ ６

 為 替 換 算 差 額 △ ５５ △ ６５ △ ３４

 未 収 消 費 税 の 増 減 額 ４ １１ △ １０

 船 内 準 備 金 の 増 減 額 △ ３ △ ５ △ １５

 た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ ３１ △ ９６ △ ５８

 売 上 債 権 の 増 減 額 １１４ ３８ ３

 仕 入 債 務 の 増 減 額 ９７ △ ２２０ ５５９

 そ の 他         △ ２４          ７１      △ １９６

 小    計 ２,４２８     １,８９９ ４,１０９

 利息及び配当金の受領額 １５    ２９ ３９

 利 息 支 払 額 △ ７０      △ ６０ △ １３５

 法 人 税 等 支 払 額      △ ４９６      △ ９６８       △ ７５２

 営業活動によるキャッシュ･フロー １,８７７ ９００ ３,２６２

2. 投資活動によるキャッシュ･フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △ １２１     △ ２５９ △ ２３５

 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 － － １０９

 投資有価証券の取得による支出 △ ８５９ △ １７６ △ ９４９

 投資有価証券の売却による収入 ２５８ ４２９ ３０６

 貸付金の回収による収入 １４ ０  １９

 その他投資の取得による支出 △ ７ △ １３ △ １２

 そ の 他           ５         ８             ６

 投資活動によるキャッシュ･フロー △ ７１０ △ １０ △ ７５５

3. 財務活動によるキャッシュ･フロ―  

 短 期 借 入 金 増 減 額 △ ４９４  ８３０ △ ５６２

 長期借入金の返済による支出 △ ８１２ △ ７５４ △ １,５９８

 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － － １,２００

 配 当 金 の 支 払 額 △ １２３ △ ２４７ △ １２３

 そ の 他        △ ０       △ １１         △ １２

 財務活動によるキャッシュ･フロー △ １,４３０ △ １８３ △ １,０９６

4. 現金及び現金同等物に係わる換算差額          ８２         ８８            ４２

5. 現金及び現金同等物の増減額       △ １８１             ７９５           １,４５３

6. 現金及び現金同等物期首残高      １,７７６          ３,２２９          １,７７６

7. 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高      １,５９４          ４,０２４       ３,２２９
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

① 連結の範囲に関する事項 

 

連結子会社の数 ----------- ２社 DELICA SHIPPING S.A. / GRIFFITH S.A. 

  子会社はすべて連結されております。 

 

 ② 持分法の適用に関する事項 

 

ａ．持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数 ----------- １社 乾光海運㈱ 

 

ｂ．持分法を適用しない理由 

関連会社 乾光海運㈱は中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

 ③ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

 ④ 会計処理基準に関する事項 

 

  ａ．重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ) その他有価証券 

時価のあるもの ----------- 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法によ

り算定）によっております。 

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

(ﾛ) デリバティブ ----------- 時価法によっております。 

(ﾊ) 貯蔵品 ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

        

   ｂ．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産   

船舶 ----------- 定額法によっております。 

その他 ----------- 定率法によっております。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）は定額法によっております。 

 

ｃ．重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 ----------- 社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。 

 

ｄ．重要な引当金の計上基準 

(ｲ) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(ﾛ) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(ﾊ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
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(ﾆ) 特別修繕引当金 

船舶安全法による船舶の定期検査工事に係る費用の支出に備えるため、過年度の特別修繕に要した

費用を基礎に将来の修繕見込みを加味して計上しております。 

 

ｅ．収益及び費用の計上基準 

海運業収益及び費用の計上方法は、航海日割基準によっております。 

 

ｆ．重要なリース取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

ｇ．重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップにつ

いては特例処理の要件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ----------- 為替予約取引 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 ----------- 外貨予定取引   借入金 

(ﾊ) ヘッジ方針 

社内管理規定に基づき、為替相場の変動によるリスクを回避するためにデリバティブ取引を利用し

ており、投機目的のものではありません。また、金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対

象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続

して相場変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘッジ有効性の判定は省略して

おります。 

 

  ｈ．その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 ----------- 税抜方式を採用しております。 

 

⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

(6) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

固定資産の減損に係る会計基準 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。これにより税金

等調整前中間純利益は１７百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき、各資産の金額から直接

控除しております。 

また、これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 
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(7) 注記事項 

 

 ① 中間連結貸借対照表関係 

 

 
前中間連結会計期間末

(平成 16 年 9 月 30 日現在)

当中間連結会計期間末 

(平成 17 年 9 月 30 日現在) 

前連結会計年度末 

(平成 17 年 3 月 31 日現在)

ａ．有形固定資産の減価償却累計額 １１,４２８ 百万円 １２,８０７ 百万円 １２,１１０ 百万円

ｂ．担保に供している資産  

船舶 １３,７０２ 百万円 １２,２４３ 百万円 １２,８２９ 百万円

ｃ．保証債務等  

連帯債務のうち他の連帯債務者負担額 １１７ 百万円 － 百万円 － 百万円

 

 ② 中間連結損益計算書関係 

 

  
前中間連結会計期間

(平成 16年４月１日～平成 16 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成１7年４月１日～平成 17 年 9月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 16 年４月１日～平成 17 年 3月 31 日)

ａ．一般管理費の主な費目  

役員報酬 ７８ 百万円 ６５ 百万円 １２３ 百万円

従業員給与 ６８  〃 ７８  〃  １６７  〃 

福利厚生費 ３１  〃 ３９  〃  ６３  〃 

賞与引当金繰入額 １１  〃 １６  〃  １５  〃 

退職給付引当金繰入額 ６  〃 ２  〃  ８  〃 

減価償却費 ２  〃 １３  〃  ９  〃 

ｂ．上記を除く引当金繰入額の内容及び金額  

営業費用(船費)の内  

賞与引当金繰入額 ２ 百万円 ０ 百万円 １ 百万円

退職給付引当金繰入額 ２２  〃 １  〃  ４１  〃 

特別修繕引当金繰入額 ２８  〃 ２８  〃  ５７  〃 

 

 減損損失 

前中間連結会計期間 

(平成 16年 4月 1日～平成 16年 9月 30 日)  

当中間連結会計期間 

(平成 17年 4月 1日～平成 17年 9月 30日) 

前連結会計年度 

(平成 16年 4月 1日～平成 17年 3月 31 日)

―――― 当中間連結会計期間において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 特別損失 

神戸市西区 賃貸住宅 建物及び土地 １７百万円 

当社グループは、原則として管理会計上の区分であ

る事業の種類別（海運事業･不動産賃貸事業）にグルー

ピングを行い、さらに不動産賃貸事業については個別

物件ごとにグルーピングを行っております。  

 賃貸不動産に係る賃料水準の低迷と、地価の継続的

な下落により、収益性が著しく低下した上記賃貸不動

産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しました。 

内訳は、建物３百万円、土地１４百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシュ・フローを１.５％

で割り引いて算定しております。 

―――― 
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 ③ 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 
前中間連結会計期間

(平成 16年４月１日～平成 16 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成１7年４月１日～平成 17 年 9月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 16 年４月１日～平成 17 年 3月 31 日)

現金及び預金勘定 １,５９４ 百万円 ４,０２４ 百万円 ３,２２９ 百万円

現金及び現金同等物 １,５９４ 百万円 ４,０２４ 百万円 ３,２２９ 百万円

 

④ リース取引 

 

 前中間連結会計期間

(平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日)  

前連結会計年度 

(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日)

オペレーティング・リース取引    

未経過リース料     

 １年内   － 百万円 １ 百万円  － 百万円

 １年超   －  〃 ６  〃   －  〃 

 合 計   － 百万円 ７ 百万円  － 百万円
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⑤ 有価証券 

 

前中間連結会計期間末（平成16年 9月 30日現在） 

ａ．その他有価証券で時価のあるもの 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １,３０７ 百万円 １,７０５ 百万円 ３９７ 百万円

債 券 １１９  〃 １２８  〃  ８  〃 

そ の 他 ２１１  〃 ２０９  〃  △ ２  〃 

合 計 １,６３９ 百万円 ２,０４２ 百万円 ４０３ 百万円

 

ｂ．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ４８ 百万円

 

当中間連結会計期間末（平成17年 9月 30日現在） 

ａ．その他有価証券で時価のあるもの 

種 類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １,１８８ 百万円 ２,３５３ 百万円 １,１６５ 百万円

債 券 １１９  〃 １２７  〃  ７  〃 

そ の 他 ２２１  〃 ２２８  〃  ６  〃 

合 計 １,５２９ 百万円 ２,７０９ 百万円 １,１８０ 百万円

 

ｂ．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ４８ 百万円

 

前連結会計年度末（平成17年 3月 31日現在） 

ａ．その他有価証券で時価のあるもの 

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １,３４４ 百万円 ２,０６５ 百万円 ７２０ 百万円

債 券 １１９  〃 １１９  〃  △ ０  〃 

そ の 他 ２１１  〃 ２０６  〃  △ ５  〃 

合 計 １,６７６ 百万円 ２,３９１ 百万円 ７１４ 百万円

 

ｂ．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ４８ 百万円

 

⑥ デリバティブ取引 

 

取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されておりますので、記載を省略しております。
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⑦ セグメント情報 

 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間 

(平成 16年 4月 1日～平成 16年 9月 30日) 

当中間連結会計期間 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日)

当社及び連結子会社の営んでいる事業のうち、海

運業の売上高及び営業利益の金額が、全体の売上

高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める

割合のいずれも９０％を超えているため、記載を

省略しております。 

同   左 同   左 

 

ｂ．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間(平成 16年 4月 1日～平成 16年 9月 30日) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

 日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (ｲ) 外部顧客に対する売上高 ５,２９８ １０ ５,３０８ － ５,３０８

 (ﾛ) セグメント間の内部売上高及び振替高 ２０５ １,６３０ １,８３５ (１,８３５) －

 計 ５,５０３ １,６４１ ７,１４４ (１,８３５) ５,３０８

 営 業 費 用 ３,９８８ １,５３０ ５,５１９ (１,８３５) ３,６８３

 営 業 利 益 １,５１４ １１０ １,６２５ (    －) １,６２５

 

当中間連結会計期間(平成 17年 4月 1日～平成 17年 9月 30日) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

 日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (ｲ) 外部顧客に対する売上高 ６,０５３ － ６,０５３ － ６,０５３

 (ﾛ) セグメント間の内部売上高及び振替高 ２０３ １,６４５ １,８４８ (１,８４８) －

 計 ６,２５６ １,６４５ ７,９０１ (１,８４８) ６,０５３

 営 業 費 用 ５,０５７ １,４８３ ６,５４１ (１,８４８) ４,６９２

 営 業 利 益 １,１９８ １６１ １,３６０ (    －) １,３６０

 

前連結会計年度(平成 16年 4月 1日～平成 17年 3月 31日) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

 日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (ｲ) 外部顧客に対する売上高 １１,５６１ １５ １１,５７６ － １１,５７６

 (ﾛ) セグメント間の内部売上高及び振替高 ４１０ ３,４５５ ３,８６５ (３,８６５) －

 計 １１,９７２ ３,４７０ １５,４４２ (３,８６５) １１,５７６

 営 業 費 用 ９,５４４ ３,３４３ １２,８８８ (３,８６５) ９,０２２

 営 業 利 益 ２,４２７ １２７ ２,５５４ (    －) ２,５５４
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ｃ．海外売上高 

前中間連結会計期間(平成 16年 4月 1日～平成 16年 9月 30日) 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 アメリカ ヨ－ロッパ オセアニア 東南アジア パナマ 計 

Ⅰ 海外売上高 １,０７０ ５２０ ３６６ ２４９ １０ ２,２１８

Ⅱ 連結売上高 － － － － － ５,３０８

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
２０.１ ９.８ ６.９ ４.７ ０.２ ４１.７

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) ヨーロッパ ----------- デンマーク、ドイツ 

(2) 東南アジア ----------- タイ、韓国、マレーシア 

(3) オセアニア ----------- オーストラリア、ニュ－ジ－ランド 

     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

当中間連結会計期間(平成 17年 4月 1日～平成 17年 9月 30日) 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア 北米 ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高 ６１４ ３６９ １,３１２ ５０５ ２,８０２

Ⅱ 連結売上高 － － － － ６,０５３

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
１０.１ ６.１ ２１.７ ８.４ ４６.３

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

(2) 東南アジア ----------- シンガポ－ル、中国 

(3) 北米 ----------- アメリカ、カナダ 

(4) ヨーロッパ ----------- ドイツ 

     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

前連結会計年度(平成 16年 4月 1日～平成 17年 3月 31日) 

（単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア 北 米 ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高 ７２４ ８６２ ２,１０７ ９６６ ４,６６１

Ⅱ 連結売上高 － － － － １１,５７６

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
６.２ ７.４ １８.２ ８.３ ４０.２

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- オーストラリア、ニュ－ジ－ランド 

(2) 東南アジア ----------- 韓国、タイ、マレーシア、シンガポ－ル、インドネシア 

(3) 北米 ----------- アメリカ、カナダ 

(3) ヨーロッパ ----------- ドイツ、デンマーク 

     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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⑧ １株当たり情報 

 

  
前中間連結会計期間

(平成 16年４月１日～平成 16 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成１7年４月１日～平成 17 年 9月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 16 年４月１日～平成 17 年 3月 31 日)

１株当たり純資産額 ２３０円３０銭 ３０６円６９銭 ２５４円９３銭

１株当たり中間(当期)純利益金額 ３７円０６銭 ３２円５３銭 ５４円３５銭

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額 

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 
３１円２８銭 ５４円１５銭

（注） １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間連結会計期間

(平成 16年４月１日～平成 16 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成１7年４月１日～平成 17 年 9月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 16 年４月１日～平成 17 年 3月 31 日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益 ９２６ 百万円 ８５９ 百万円 １,３７１ 百万円

普通株主に帰属しない金額 －  〃 －  〃  １３  〃 

（うち利益処分による役員賞与金） (－  〃 ) (－  〃 ) (１３  〃 )

普通株式に係る中間(当期)純利益 ９２６  〃 ８５９  〃  １,３５８  〃 

期中平均株式数 ２４,９９１ 千株 ２６,４０７ 千株 ２４,９８９ 千株

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額 
 

中間(当期)純利益調整額 － 百万円 － 百万円 － 百万円

普通株式増加数 － 千株 １,０５２ 千株 ９５ 千株

（うち転換社債型新株予約権付社債） (－ 〃 ) (１,０５２ 〃 ) (９５ 〃 )

 

 

５ 生産、受注及び販売の状況 

 

(1) 部門別売上高明細書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前中間連結会計期間 

(平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日)

当中間連結会計期間 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日)

前連結会計年度 

(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

金 額 比率(%) 金 額 比率(%) 金 額 比率(%)

貨物運賃 ３,５２８ ６６ ４,２９０ ７１ ８,１３８ ７０

貸 船 料 １,７４３ ３３ １,７２１ ２８ ３,３４８ ２９

そ の 他 ３７ １ ４１ １ ９０ １

合 計 ５,３０８ １００ ６,０５３ １００ １１,５７６ １００

（注）その他は、定期用船関係手数料及び不動産賃貸収入であります。 

 

(2) 期末支配船腹 

 

前中間連結会計期間 

(平成 16 年 9 月 30 日現在) 

当中間連結会計期間 

(平成 17 年 9 月 30 日現在) 

前連結会計年度 

(平成 17 年 3 月 31 日現在)  

隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ)

社 船 １３ ４０６,５４７ １２ ３８３,２５５ １２ ３８３,２５５

用 船 ５ １３４,６７１ ８ ２５２,７３８ ４ １１４,１２１

合 計 １８ ５４１,２１８ ２０ ６３５,９９３ １６ ４９７,３７６

 

 


